
２２００２２７７年年度度（（令令和和９９年年度度））・・２２００２２８８年年度度（（令令和和１１００年年度度））  
測測量量、、建建設設ココンンササルルタタンントト等等業業務務入入札札参参加加資資格格審審査査申申請請のの手手引引  

 

 福山市、福山市上下水道局及び福山市民病院が発注する測量、建設コンサルタント等業務の一般競争入札又は指名競争入札（随意契約を含む。）に参加する

者に必要な資格の審査を受けようとする方は、原則電子申請システムを利用し、次のとおり書類を提出してください。 
『提出書類一覧』 
【備考】 
・ 「市内業者」とは、登記簿上の本店を福山市内に有する方をいいます（以下同じ）。 
・ 「市外業者」とは、登記簿上の本店を福山市外に有する方をいいます（以下同じ）。 
・ 提出書類は、Ａ４版の書面とし、次に掲げる項目の順番に整理の上、指定する色のＡ４版のファイルに綴じ込んで提出してください。 

・  次表「広島県に送付するもの」及び「福山市に送付するもの」欄において、「○」は提出を要するもの、「△」は該当者のみ提出を要するもの、「－」

は提出を要しないもの、「※」は電子申請システム内に様式等があるため書面による提出を要しないものをそれぞれ示しています。 

 項  目 備           考 
広島県に送

付するもの 
福山市に送

付するもの 

１ 送信完了兼受付票 電子申請システムによる申請時に出力されたもの ○ ○ 

２ 登録証明書等 

測量業者登録証明書、建設コンサルタント現況報告書、地質調査業者現況報告書、補償コンサルタ

ント現況報告書、建築士事務所登録証明書、土地家屋調査士登録証明書、計量証明事業者登録証明書

、不動産鑑定業者登録証明書及び司法書士登録証明書の写し 
※ 各証明書は、提出する日の３か月前の日以降に発行されたもの 
※ 建設コンサルタント登録業者が土木関係建設コンサルタント業務を、地質調査業者登録者が地質 
調査業務を、補償コンサルタント登録業者が補償関係コンサルタント業務をそれぞれ希望する場合 
において、各登録規程による現況報告書の副本の写しの提出があれば、項目８の「財務諸表」及び

項目１１の「登記事項証明書」については提出を省略すること 
ができます。ただし、提出する現況報告書の副本の写しは、国土交通大臣に提出し、その確認を受 
けたものであることとし、また、希望業務が各登録規程に定める登録部門の範囲内である場合に限 
ります。 

△ △ 

３ 
委任状 
（福山市様式第７号） 

代表取締役等から支店長等に対する委任事項が記載された書面。 
なお、委任状には受任者印を押印してください（市内業者を除く）。 

※ △ 

４ 
福山市税の完納証明

書 

福山市に納付すべき市税の完納を証明したもの。ただし、市外業者で福山市に納税義務のない方を

除きます。 
※ 原本とし、提出する日の３か月前の日以降に発行されたもの 
※ 完納証明書の取得方法については、 

（http://www.city.fukuyama.hiroshima.jp/soshiki/zeisei/） 
「税証明について」→「窓口（郵送）での税証明申請について」を参照してください。 

△ － 

５ 
消費税及び地方消費税

の納税証明書 

納税証明書「その３」未納の税額のないこと用（「その３の２」及び「その３の３」でも可） 
※ 写しでも可とし、提出する日の３か月前の日以降に発行されたもの 
※ 国税庁のページ（納税証明書の交付請求手続） 

納税証明書はオンライン請求が便利です。 
詳しくは（https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nozei-shomei/01.htm）を参照してください。 

○ － 

６ 印鑑証明書 
写しでも可とし、原本がＡ４より小さい用紙である場合は、Ａ４の台紙に貼付してください。 

※ 提出する日の３か月前の日以降に発行されたもの 
－ ○ 

７ 
使用印鑑届 
（福山市様式第６号） 

実印と異なる印鑑を契約等に使用する場合は提出してください（委任状（様式第７号）を提出する

方は必要ありません）。 
－ △ 

８ 財務諸表 

法人…直前１年の事業年度についての、「貸借対照表」、「損益計算書」、「株主資本等変動計算 
書」及び「注記表」 

個人…直前１年の事業年度についての、「貸借対照表」及び「損益計算書」 
※ 直前１年の事業年度の財務諸表の調製が完了しない場合は、直前１年の事業年度の前年度の財務
諸表とします。 

○ ○ 

９ 

健康保険、厚生年金

保険及び雇用保険（以

下「社会保険等」とい

う。）の加入状況を確

認できる書類の写し 

社会保険等の加入状況を確認できる書類の写し。ただし、社会保険等に加入義務がない場合又は適

法に他の保険に加入している場合を除く。 
△ － 

１０ 
申出書 
（広島県様式第１号） 

社会保険等に加入義務がない場合又は適法に他の保険に加入している場合に提出すること。（

https://chotatsu.pref.hiroshima.lg.jp/tyoutatu-hp/k02/k02nyusatu-sinsei.html）から様式をダウンロ

ードし、作成してください。 
△ － 

１１ 登記事項証明書 
法人のみ提出してください（写しでも可）。 

※ 提出する日の３か月前の日以降に発行されたもの 
△ △ 

１２ 
誓約書 
（福山市様式第５号） 

 － ○ 

１３ 認定通知書送付用封筒 長形３号封筒（会社名等の入っていないもの）に切手１１０円を貼付してください（宛名書き不要）。 － ○ 

１４ Ａ４ファイル 市内業者はピンク色、市外業者は黄緑色とし、表紙及び背表紙に会社名を記載してください。 － ○ 

  
  
  
  
  
  
  
  



注注意意事事項項  
 

１  申請書類 

申請は、電子申請システムによる申請とし、添付書類として提出書類一覧に掲げる書類を提出してください。 
申請書類の入手は、福山市建設政策課ホームページ（https://www.city.fukuyama.hiroshima.jp/soshiki/keiyaku/ ）の入札参加資格申請 

のメニューからダウンロードすることができます｡ 

申請書類の記載方法については、別に示す記載例を参考にしてください。 

 
２  申請手続 

(1) 申請方法 

福山市、福山市上下水道局及び福山市民病院が発注する測量、建設コンサルタント等業務の競争入札（随意契約を含む。）に参加する者 
に必要な資格の審査を受けようとする方は、次の期間に電子申請システムを利用し、入札参加資格審査の申請をしてください。 

(2) 申請期間 
２０２６年（令和８年）１１月２日（月）から同月２０日（金）までの間（市の休日を除く。） 
※ 『提出書類一覧』の「広島県に送付するもの」及び「福山市に送付するもの」欄に示す書類を、２０２６年（令和８年）１１月２７ 

日（金）までに、次の場所にそれぞれ持参又は郵送により到達させなければなりません（期日までに到達しない場合は、申請全体が無 

効となります。）｡ 

・ 広島県に送付するもの･･･広島県土木建築局建設産業課（〒730-8511広島市中区基町１０番５２号 ℡082-513-3841） 
・ 福山市に送付するもの･･･福山市建設局建設管理部建設政策課（〒720-8501広島県福山市東桜町３番５号 ℡084-928-1076） 

(3) 申請時間 

９時から１７時までとします。 
 
３  申請を行うことができない方 

次のいずれかに該当する方は、入札参加資格の審査に係る申請を行うことができません。 
(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に該当する方 
(2) 測量分野に属する部門に係る入札参加資格の審査に係る申請にあっては、測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５５条の規定による登録 
を受けていない方 

(3) 建築一般部門に係る入札参加資格の審査に係る申請にあっては、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定による登録を受け 
ていない方 

(4) 不動産鑑定部門に係る入札参加資格の審査に係る申請にあっては、不動産の鑑定評価に関する法律（昭和３８年法律第１５２号）第２２条

の規定による登録を受けていない方 
(5) 直近２年間において、入札参加資格の審査を申請する業務部門の属する業務分野について、業務を行った実績がない方 
(6) 入札参加資格の審査に係る申請を行うときに福山市に納付すべき市税の滞納がある方並びに国に納付すべき消費税及び地方消費税の滞納が 
ある方 

(7) 入札参加資格の審査に係る申請において、重要な事項について虚偽の申告をし、又は重要な事実の申告を行わなかった方（過去に虚偽の申 
請を行い、福山市の入札参加資格の取消しをされた方で、資格審査の申請日において当該処分等の日から２４か月を経過している方を除きま 
す。） 

(8) 次のアからウまでに掲げる届出の義務を履行していない方 
ア 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出の義務 
イ 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出の義務 
ウ 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出の義務 
※ 測量、建設コンサルタント等業務においては、健康保険、厚生年金保険又は雇用保険の加入状況を確認できる書類の写し又は申出書のい 
ずれかの書類の提出が必要です。 

 
４  資格の通知 

入札参加資格を認定したときは、申請者に認定通知書をもって通知します。 

 
５  資格の取消し 

    入札参加資格認定後、入札参加資格審査の申請において、重要な事項について虚偽の申告をし、又は重要な事実の申告を行わなかったことが 
判明した場合等は入札参加資格の取消しを行います。 

    入札参加資格の取消しを受けた方は、２０２７年度（令和９年度）及び２０２８年度（令和１０年度）において再び入札参加資格審査の申請

をすることができません。また、２０２９年度（令和１１年度）以降についても、その取消しの日から２４か月を経過する日までの間は、入札

参加資格審査の申請をすることができません。     
 
６  資格の有効期間 

入札参加資格の有効期間は、当該入札参加資格が認定された日から２０２９年（令和１１年）３月３１日までとします。ただし、２０２９年

（令和１１年）４月１日以降において２０２９年度（令和１１年度）の入札参加資格の認定が行われていないときは、２０２９年度（令和１１

年度）の入札参加資格が認定される日まで有効とします。 


